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１．はじめに 

 高レベル放射性廃棄物の最終処分施設建設地は，3段階の調査の過程（文献調査，概要調査，精密調査）を

通して選定する。概要調査では，地表踏査，物理探査，ボーリング調査等を実施し，対象とする地層の長期安

定性，坑道の掘削の実現性，地下水流動が地下施設に及ぼす影響の評価を行う上で必要となる情報を取得する。 

 概要調査を限定された期間，予算の中で，的確かつ効率的に実施するためには，文献調査に基づく既存情報

や概要調査において段階的に得られる情報に基づき，調査の計画を立案，更新する技術と，現地にて概要調査

工事を推進するマネジメント技術が重要である。原子力発電環境整備機構(以下 NUMO)では，広範な概要調査

活動に携わる NUMO スタッフの両技術力の強化と維持，および活動方針の統一や洗練を目指して，概要調査の

計画立案と現場管理を対象としたマニュアルの整備を進めている 1)2)3)。 

 本報告では，概要調査計画立案マニュアル（ロードマップ）を用いた概要調査計画立案の流れ，試行の方法

および結果ついて紹介する。なお，本試行に基づき計画立案マニュアルの適用性を確認するとともに，さらな

る改訂を加えてその内容を整備する。 

 

２．概要調査計画の立案の流れ  

 概要調査計画立案マニュアルは，概要調査

計画の作成に際して，実施すべき検討のステ

ップを明瞭に提示したものである。計画マニ

ュアルの初版は，海外の類似した調査の経験

に基づき作成し，その後，わが国の地質環境

や法規制を考慮した改訂を実施している。 

計画立案の流れを図１に示す。立案は

Step.1～Step.8の 8つのステップによりなる。

計画立案前半の主要な検討は，Step.4 の調査

ターゲット（取得すべき情報）の設定に向け

た，地質環境の概念およびモデル構築

（Step.2）と，処分場概念の検討（Step.3）

である。調査ターゲットは，地質環境の概念

およびモデルの信頼性向上，処分場概念の信

頼性向上，そして，法定要件の確認の 3 つの

分野別にとりまとめる。 

 Step.2 では，文献調査により得た既存情報に基づき，地質・地質構造，地下水の流動，地下水の化学特性，
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図 1 概要調査計画立案の流れ 
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岩盤の物理・力学特性など，候補地の地質環境の概念やモデルを構築する。既存情報は質・量とも限定され，

候補地の地質環境を説明する複数の概念が存在することも想定される。Step.4 の調査ターゲットの設定のた

めに，概念の不確実性を評価し，適切に概念を構築するための調査の方針や留意事項を特定する。 

 Step.3 では，Step.2 で構築した地質環境の概念やモデルを踏まえ，候補母岩（場合により複数の母岩）を

抽出し，人工バリアシステムの検討，地下施設や地上施設の概念設計，レイアウトの予備的検討など，処分場

の概念を構築するとともに，それらの信頼性の向上を目的とした調査の方針や留意事項を特定する。 

 計画立案の後半は，Step.4 にて設定した調査ターゲットを達成するための具体的な検討になる。まず，調

査ターゲットに適合する調査方法を特定（Step.5）する。そして，調査により得られた生データを解釈する手

法や，それらを地質環境のモデルに反映する解析手法についても検討（Step.6）する。設定した全ての調査タ

ーゲットの達成に向けた調査作業，評価作業の手順や各工程を検討し，時間軸で展開することで，調査計画を

立案する（Step.7 と 8）。 

 

３．試行の方法  

 計画立案の試行は，概要調査技術の実証研究を進める横須賀地区を仮想対象として実施した。文献調査に基

づく既存情報の収集完了時を想定し，計画立案マニュアルに示す 8つのステップに従い計画を立案した。計画

立案は，サイト調査・評価活動に携わる NUMO スタッフに加えて，処分技術・性能評価活動に携わる NUMO スタ

ッフ，そして，地質・地質構造，地下水の流動，地下水の化学特性，岩盤の物理・力学特性に係わる地質環境

概念やモデルを構築する専門スタッフにより実施した。 

 計画立案の制約条件としては，土地利用等の社会的な条件を考慮しないこと，また，概要調査の開始より完

了までの期間として，５～７年程度を想定し，サイト特性の調査活動のみならず，評価活動や報告書の作成期

間についても考慮することとした。 

  

４．既存情報の整理 

 文献情報については，横須賀地区周辺を対象として，概要調査地区選定上の考慮事項の法定要件に関する事

項，および地質環境特性に関する事項について，情報を収集・整理した。収集には公開されている文献情報検

索システムを利用し，キーワードにより検索した。また，縮尺 2 万分の 1～8 千文の 1 程度の空中写真を用い

て，空中写真判読を行い，リニアメント，段丘，および関連する地形要素を抽出し，その性状をとりまとめた。

さらに，既存のボーリング調査結果として，実証研究のボーリング調査結果（深度約 200m まで）を利用した。 

 これらの既存情報に基づき整理した事項は，以下のとおりである。 

 ①地形・地質の概要 

 ②地質・地質構造の概要（陸域・海域・地質構造発達史） 

 ③概要調査地区選定上の法定要件に関する事項（断層活動，火山・火成活動，隆起・沈降・侵食，第四紀未

固結堆積物，鉱物資源） 

 ④地質環境特性に関する事項（地層の物性・性状，水理・水文特性，地化学特性） 

 ⑤建設・操業における自然災害 
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